
建設工事に関する前払金の使途拡大について（特例措置の恒久化） 

 

国において実施されてきた、前払金の使途を拡大する特例措置について、令和７

年度以降恒久化されたことから、本市においてもこれに準じ、令和８年度以降の前

払金の使途の範囲を以下の通りといたしました。 

 

１．前払金の使途の範囲 

これまで前払金を充当できるとした経費に加え、現場管理費（労働者災害補償保

険料を含む。）及び一般管理費のうち当該工事の施工に要する費用（保証料を含む。）

に係る支払いに充当できるものとします。 

ただし、充当できる額は前払金の100分の25を超えない範囲とし、中間前払金は充

当できないものとします。 

 

拡大前 拡大後 

材料費、労務費、機械器具の賃借料、

機械購入費（当該工事において償却さ

れる割合に相当する額に限る。）、動

力費、支払運賃、修繕費、仮設費、労働

者災害補償保険料及び保証料 

材料費、労務費、機械器具の賃借料、

機械購入費（当該工事において償却さ

れる割合に相当する額に限る。）、動

力費、支払運賃、修繕費、仮設費及び

現場管理費並びに一般管理費等のうち

当該工事の施工に要する費用 

 

２．契約に関する取扱 

工事請負契約約款第38条を改正します。なお、令和７年度までの工事に係る請負

契約に使用していた「建設工事の前払金の使途拡大の特例に係る特約条項」は廃止

とします。 

 

３．適用対象となる契約 

令和８年４月１日以降に新たに請負契約を締結する工事に係る前払金に適用し

ます。（建設工事請負契約のみに適用し委託業務等その他の契約には適用しません。） 

ご不明な点がありましたら契約検査課工事契約係までお問い合わせください。 

小山市役所 

契約検査課工事契約係 

℡２２－９３２３ 


